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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
１以上の層により取り囲まれた導体を含む電力ケーブルの製造法において、下記工程：
（ｉ）不飽和の低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）ホモポリマー又はエチレンと１以上のコ
モノマーとの不飽和のＬＤＰＥコポリマーから選択された不飽和ＬＤＰＥであるポリオレ
フィンを含むポリマー組成物であって、該ポリマー組成物からなるテープサンプルを使用
するＤＣ伝導度法に従って測定され、そして式σ＝Ｉ／（ＡｘＥ）（σは電気伝導度であ
り、Ｉは定常状態電流であり、Ａは断面積であり、Ｅは電気応力である）にしたがって決
定されるとき、０．５０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有するポリマー組成物を
、以下の工程：
（ａ）１以上のモノマーを圧縮器において加圧下で圧縮すること、ここで、圧縮器潤滑剤
が潤滑のために使用され、上記圧縮器潤滑剤はミネラルオイルを含む、
（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーとともに、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、
を含む高圧重合法により製造すること、および
（ｉｉ）導体上に１以上の層を施与すること、ここで少なくとも１の層は上記ポリマー組
成物を含む、および任意的に該ケーブルの少なくとも得られた層を架橋すること
を含む、上記方法。
【請求項２】
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該ポリマー組成物が、０．４８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有する、請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
該ポリマー組成物が、０．４ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有する、請求項１に
記載の方法。
【請求項４】
該ポリマー組成物が、０．３８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有する、請求項１
に記載の方法。
【請求項５】
該ポリマー組成物のポリオレフィンが、該ポリオレフィンからなるテープサンプルを使用
するＤＣ伝導度法に従って測定され、そして式σ＝Ｉ／（ＡｘＥ）（σは電気伝導度であ
り、Ｉは定常状態電流であり、Ａは断面積であり、Ｅは電気応力である）にしたがって決
定されるとき、０．５０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有する、請求項１に記載
の方法。
【請求項６】
該ポリマー組成物のポリオレフィンが、０．４８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を
有する、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
該ポリマー組成物のポリオレフィンが、０．４０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を
有する、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
該ポリマー組成物のポリオレフィンが、０．３８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を
有する、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
工程ａ）において、圧縮器潤滑剤のミネラルオイルがホワイトミネラルオイルである、請
求項１～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
ミネラルオイルが、食品接触において使用されるプラスチックのための２００２年８月６
日の欧州指令２００２／７２／ＥＣ、付録　Ｖ、におけるホワイトミネラルオイルのため
に定められた要件を満たすホワイトミネラルオイルである、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
重合工程ｂ）が４０００バールまでの圧力および４００℃までの温度において行われる、
請求項１～１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
電力ケーブルが直流（ＤＣ）電力ケーブルである、請求項１～１１のいずれか１項に記載
の方法。
【請求項１３】
電力ケーブルが、少なくとも内側半導電性層、絶縁層および外側半導電性層によりこの順
番において取り囲まれた導体を含む、請求項１～１２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
少なくとも１の層により取り囲まれた導体を含む電力ケーブルの少なくとも１の層を製造
するために、ポリオレフィンを含むポリマー組成物を使用する方法において、該ポリマー
組成物が、該ポリマー組成物からなるテープサンプルを使用するＤＣ伝導度法に従って測
定され、そして式σ＝Ｉ／（ＡｘＥ）（σは電気伝導度であり、Ｉは定常状態電流であり
、Ａは断面積であり、Ｅは電気応力である）にしたがって決定されるとき、０．５０ｘ１
０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有し、該ポリオレフィンが、不飽和の低密度ポリエチ
レン（ＬＤＰＥ）ホモポリマー又はエチレンと１以上のコモノマーとの不飽和のＬＤＰＥ
コポリマーから選択された不飽和ＬＤＰＥであり、かつ以下の工程：
（ａ）１以上のモノマーを圧縮器において加圧下で圧縮すること、ここで、圧縮器潤滑剤
が潤滑のために使用される、
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（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーとともに、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、
を含み、
ここで工程ａ）において圧縮器潤滑剤はミネラルオイルを含む、
高圧重合法により製造されたものである、上記方法。
【請求項１５】
該ポリマー組成物が、０．４８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有する、請求項１
４に記載の方法。
【請求項１６】
工程ａ）において、圧縮器潤滑剤のミネラルオイルがホワイトミネラルオイルである、請
求項１４または１５に記載の方法。
【請求項１７】
ミネラルオイルが、食品接触において使用されるプラスチックのための２００２年８月６
日の欧州指令２００２／７２／ＥＣ、付録　Ｖ、におけるホワイトミネラルオイルのため
に定められた要件を満たすホワイトミネラルオイルである、請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
重合工程ｂ）が４０００バールまでの圧力および４００℃までの温度において行われる、
請求項１４～１７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１９】
電力ケーブルが直流（ＤＣ）電力ケーブルである、請求項１４～１８のいずれか１項に記
載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、ポリオレフィンを含むポリマー組成物、高圧法においてポリオレフィンを製造
する方法、及び物品、好ましくは該ポリマー組成物を使用して製造されたワイヤ又はケー
ブル用途のためのケーブル（Ｗ＆Ｃ）並びに電力ケーブル層におけるポリオレフィンの使
用に関する。
【背景技術】
【０００２】
高圧（ＨＰ）法で製造されたポリオレフィンは、ポリマーが高い機械的および／または電
気的要求を満たさなければならないところの要求の厳しいポリマー用途において広く使用
されている。例えば電力ケーブル用途、特に中電圧（ＭＶ）および特に高電圧（ＨＶ）お
よび超高電圧（ＥＨＶ）のケーブル用途では、ポリマー組成物の電気特性が特に重要であ
る。さらに、電気特性は、交流（ＡＣ）および直流（ＤＣ）のケーブル用途間の場合のよ
うに種々のケーブル用途において異なり得る。
【０００３】
典型的な電力ケーブルは、少なくとも内側半導電層、絶縁層および外側半導電層によって
この順に取り囲まれた導体を含む。
【０００４】
空間電荷
ケーブルにおける電場分布に関してＡＣとＤＣとの間に基本的な相違がある。ＡＣケーブ
ルにおける電場は、それが１つの物質特性、すなわち公知の温度依存性を伴う比誘電率（
誘電率）、のみに依存するので、容易に計算される。電場は誘電率に影響を及ぼさないで
あろう。他方、ＤＣケーブルにおける電場ははるかに複雑であり、絶縁体内部における電
荷、いわゆる空間電荷、の伝導性、トラップ（ｔｒａｐｐｉｎｇ）および増加（ｂｕｉｌ
ｄ－ｕｐ）に依存する。絶縁体内部における空間電荷は、電場をひずませ、非常に高い電
気応力の点、おそらくは電気故障が続くであろう高い点をもたらし得る。
好ましくは、空間電荷が存在すべきでない。なぜならば、それは、絶縁体における電場の
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分布が知られるとき、ケーブルを容易に設計することを可能にするであろうからである。
【０００５】
通常、空間電荷は、電極の近くに位置される。近くの電極と同じ極性の電荷はホモ電荷と
呼ばれ、反対の極性の電荷はヘテロ電荷と呼ばれる。ヘテロ電荷は、この電極での電場を
増加させ、ホモ電荷は、電場をむしろ低下させるであろう。
【０００６】
電気伝導度
ＤＣ電気伝導度は、例えばＨＶ　ＤＣケーブル用絶縁物質のための、重要な物質特性であ
る。第一に、この特性の強い温度および電場依存性は、上述したように、空間電荷の増加
によって電場分布に影響を及ぼすであろう。第二の問題は、内側半導電層と外側半導電層
との間を流れる漏えい電流によって絶縁体内に熱が発生することである。この漏えい電流
は、絶縁体の電場および電気伝導度に依存する。絶縁物質の高い伝導性は、高い応力／高
い温度条件下で熱暴走をすら招き得る。従って、上記伝導性は、熱暴走を回避するのに十
分低く保持されなければならない。
【０００７】
圧縮器潤滑剤
ＨＰ法は、典型的には４０００バールまでの高圧力で運転される。公知のＨＰ反応器シス
テムでは、出発モノマーが、実際の高圧重合反応器に導入される前に、圧縮（加圧）され
る必要がある。出発モノマーの機械的に厳しい圧縮工程を可能にするためのシリンダ潤滑
のために、ハイパー圧縮器において圧縮器潤滑剤が慣用的に使用されている。少量の潤滑
剤が通常、密閉部を通って反応器中に漏れ、モノマーと混合することが周知である。その
結果、反応混合物は、モノマーの実際の重合工程の間、微量（数百ｐｐｍまで）の圧縮器
潤滑剤を含む。この微量の圧縮器潤滑剤は、最終ポリマーの電気特性に影響を有し得る。
【０００８】
市販の圧縮器潤滑剤の例として、例えば、ポリアルキレングリコール（ＰＡＧ）：Ｒ－「
ＣｘＲｙＨｚ－Ｏ］ｎ－Ｈ（ＲはＨまたは直鎖のまたは分岐したヒドロカルビルであり得
、ｘ、ｙ、ｘ、ｎは独立して、公知のやり方で変わり得る整数である）、およびミネラル
オイル（石油の蒸留における副生物）に基づく潤滑剤が挙げられ得る。食品接触において
使用されるプラスチックのための欧州指令２００２／７２／ＥＣ、付録　Ｖ、におけるホ
ワイトミネラルオイルのために定められた要件を満たすミネラルオイルに基づく圧縮器潤
滑剤が、例えば、特に食品および製薬工業のためのポリマーの重合のために使用される。
そのようなミネラルオイルに基づく潤滑剤は通常、潤滑性添加剤を含み、また、他の種類
の添加剤、例えば酸化防止剤、をも含み得る。
【０００９】
国際公開第２００９／０１２０４１号パンフレット（ダウ社）は、反応物、すなわち１以
上のモノマー、を加圧するために圧縮器が使用されるところの高圧重合法において、圧縮
器潤滑剤が、重合されたポリマーの特性に影響を及ぼし得ることを開示している。この文
献は、特にシラン変性されたＨＰポリオレフィンの早期架橋を回避するために、圧縮器潤
滑剤として１のヒドロキシル基を含むまたはヒドロキシル基を含まないポリオールポリエ
ーテルの使用を記載している。国際公開第２００９／０１２０９２号パンフレット（ダウ
社）は、（ｉ）シラン官能基のないＨＰポリオレフィンおよび（ｉｉ）ＰＡＧ型の疎水性
ポリエーテルポリオール、ここで、その分子の少なくとも５０％が、１個より多くのヒド
ロキシル官能基を含まない、を含む組成物を開示している。成分（ｉｉ）は、圧縮器潤滑
剤に由来しているように見える。上記組成物は、特にＷ＆Ｃ用途用であり、ＭＶおよびＨ
Ｖ電力ケーブルにおける電気損失を減少させることが述べられている（第２頁０００６段
落を参照）。どちらの出願も、圧縮器潤滑剤に存在する親水性基（例えばヒドロキシル基
）が、ポリマーによる増加された水吸収をもたらし得、それは、ポリマーがケーブルの層
材料として使用されるとき、電気損失を増加させ、あるいは早期スコーチを増加させ得る
ことを述べている。上記問題は、ヒドロキシル官能基の量が低下された特定のＰＡＧ型の
潤滑剤によって解決される。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】国際公開第２００９／０１２０４１号パンフレット
【特許文献２】国際公開第２００９／０１２０９２号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
要求の厳しいポリマー用途、例えば高い要求および厳しい規則を有するワイヤおよびケー
ブル用途に適するポリマーを見出すことの要求がポリマー分野において引き続きある。
【００１２】
本発明の目的
本発明の目的の一つは、ケーブル層において、好ましくは交流（ＡＣ）又は直流（ＤＣ）
ケーブルの層、より好ましくはＤＣケーブルの層における使用のための高度に有利な性質
を有するポリオレフィンを含む代替のポリマー組成物を提供することである。
【００１３】
本発明のさらなる目的は、ポリオレフィンを、ケーブル層、好ましくはＡＣ又はＤＣケー
ブルの層、より好ましくはＤＣケーブルの層における使用のための高度に有利な性質を有
するポリオレフィンをもたらす高圧反応器においてポリオレフィンを重合させるための方
法を提供することである。
【００１４】
本発明の別の目的は、少なくとも１の層が、好ましくは高圧法により得られ得かつケーブ
ル層、好ましくはＡＣ又はＤＣケーブルの層、より好ましくはＤＣケーブルの層における
使用のための高度に有利な性質を有するポリオレフィンを含むポリマー組成物を含む電力
ケーブルを提供することである。
【００１５】
さらに、本発明は、好ましくは高圧法により得られ得るポリオレフィンを含むポリマー組
成物の電気的性質を改良するための方法を提供する。
【００１６】
本発明およびそのさらなる目的は、下記に詳細に記載され、定義される。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
発明の説明
本発明は、１以上の層により取り囲まれた導体を含む電力ケーブルの製造法において、下
記工程：
（ｉ）不飽和の低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）ホモポリマー又はエチレンと１以上のコ
モノマーとの不飽和のＬＤＰＥコポリマーから選択された不飽和ＬＤＰＥであるポリオレ
フィンを含むポリマー組成物であって、該ポリマー組成物からなるテープサンプルを使用
するＤＣ伝導度法に従って測定され、そして式σ＝Ｉ／（ＡｘＥ）（σは電気伝導度であ
り、Ｉは定常状態電流であり、Ａは断面積であり、Ｅは電気応力である）にしたがって決
定されるとき、０．５０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有するポリマー組成物を
、以下の工程：
（ａ）１以上のモノマーを圧縮器において加圧下で圧縮すること、ここで、圧縮器潤滑剤
が潤滑のために使用され、上記圧縮器潤滑剤はミネラルオイルを含む、
（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーとともに、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、
を含む高圧重合法により製造すること、および
（ｉｉ）導体上に１以上の層を施与すること、ここで少なくとも１の層は上記ポリマー組
成物を含む、および任意的に該ケーブルの少なくとも得られた層を架橋すること
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を含む、上記方法を提供することである。
【００１８】
本発明の組成物は、本明細書において「ポリマー組成物」ともまた呼ばれる。
【００１９】
本ポリマー組成物の意外に低い電気伝導度は、電力ケーブル用途、非常に好ましくはＤＣ
ケーブル用途に非常に有利である。本発明は、ＤＣ電力ケーブルに特に有利である。
【００２０】
本ポリマー組成物のポリオレフィンは、好ましくは高圧法により得られ得る。
【００２１】
周知であるように、高圧反応器システムは典型的には、ａ）ハイパー圧縮器としても知ら
れている１以上の圧縮器において１以上の出発モノマーを圧縮するための圧縮ゾーン、ｂ
）１以上の重合反応器においてモノマーを重合するための重合ゾーン、およびｃ）１以上
の分離器において未反応物を分離し、分離されたポリマーを回収するための回収ゾーンを
含む。さらに、ＨＰ反応器システムの回収ゾーンは典型的には、分離器の次に、分離され
たポリマーをペレットの形状で回収するための混合・ペレット化セクション、例えばペレ
ット押出機、を含む。上記方法を以下により詳細に記載する。
【００２２】
今驚いたことに、出発モノマーを圧縮するためのＨＰ反応器システムでは、ミネラルオイ
ルを含む圧縮器潤滑剤が圧縮器においてシリンダ潤滑のために使用されるとき、得られる
ポリオレフィンが、非常に有利な電気特性、例えば、低下された、即ち低い電気伝導度、
を有することが分かった。該低下された電気伝導度は好ましくは上記又は下記の通りであ
る。これは予期しなかったことである。なぜならば、ミネラルオイルは、Ｗ＆Ｃ用途のた
めに要求される低下された伝導性ではなく、健康面が関与するところの薬品および食品工
業のためのポリマーの製造に慣用的に使用されているからである。
【００２３】
圧縮器潤滑剤は、本明細書では、圧縮器、すなわちハイパー圧縮器、においてシリンダ潤
滑のために使用される潤滑剤を意味する。
【００２４】
本明細書において交換可能に使用される「低下された」または「低い」電気伝導度は、Ｄ
Ｃ伝導度法によって得られる値が低い、すなわち低下されている、ことを意味する。
【００２５】
従って、本ポリマー組成物のポリオレフィンは、
（ａ）１以上のモノマーを圧縮器中で加圧下に、潤滑のための圧縮器潤滑剤を使用して圧
縮すること、
（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーと共に、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、
を含む高圧法によって好ましくは得られ得る。ここで、工程（ａ）において、圧縮器潤滑
剤がミネラルオイルを含む。
【００２６】
本発明は、ポリオレフィンを含むポリマー樹脂の電気伝導度を下げる、即ち低い電気伝導
度を与える方法において、該方法が以下
（ａ）１以上のモノマーを圧縮器中で加圧下に、潤滑のための圧縮器潤滑剤を使用して圧
縮すること、
（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーと共に、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、
を含む高圧法においてポリオレフィンを製造する工程を含む該方法をさらに提供する。こ
こで、工程（ａ）において、圧縮器潤滑剤がミネラルオイルを含む。
【００２７】
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本発明の好ましい実施態様では、少なくとも絶縁層により、好ましくは少なくとも内側半
導電性層、絶縁層及び外側半導電性層により取り囲まれた導体を含むケーブル、好ましく
は直流（ＤＣ）電力ケーブルのポリマー組成物の電気伝導度は、少なくとも絶縁層を製造
するために本発明のポリマー組成物を使用することにより低下される。
【００２８】
本発明は、上記又は下記の本ポリマー組成物を含む物品をさらに提供する。好ましい物品
は電力ケーブル、好ましくは直流（ＤＣ）電力ケーブルである。
【００２９】
即ち、本発明は、１以上の層により取り囲まれた導体を含む電力ケーブル、好ましくは直
流（ＤＣ）電力ケーブルにおいて、該層の少なくとも１が、以下の工程
（ａ）１以上のモノマーを圧縮器中で加圧下に、潤滑のための圧縮器潤滑剤を使用して圧
縮すること、
（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーと共に、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、
を含み、工程（ａ）において、圧縮器潤滑剤がミネラルオイルを含む高圧重合法により得
られ得るポリオレフィンを含むポリマー組成物を含むポリマー組成物を含む電力ケーブル
をさらに提供する。
【００３０】
表現「上記方法によって得られ得る」または「上記方法によって製造される」は、本明細
書において交換可能に使用され、「プロダクトバイプロセス」のカテゴリー、すなわち生
成物が、製造法故の技術的特徴を有すること、を意味する。
【００３１】
本発明は、上記の第一のケーブルとは独立して、第二の電力ケーブル、好ましくは、１以
上の層により取り囲まれた導体を含む直流（ＤＣ）電力ケーブルであって、該層の１以上
が、ポリオレフィンを含むポリマー組成物を含み、該ポリマー組成物は、下記の「測定方
法」において記載された、ポリマー組成物からなるテープサンプルを使用するＤＣ伝導度
法に従って測定されたとき、０．５０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有する、該
第二の電力ケーブルをもまた提供する。
【００３２】
上で定義された第一の電力ケーブル及び第二の電力ケーブルは各々独立した発明を構成す
る。第一及び第二の電力ケーブルに共通する統一的な特徴は、両方の手段、即ち電気伝導
度法により又は「プロダクトバイプロセス」により表現されることのできる、ポリマー組
成物の低下された電気伝導度である。
【００３３】
第一及び第二の電力ケーブルの発明は一般的に本明細書において電力ケーブルと呼ばれる
。本発明の以下の好ましい実施態様、サブグループ及び性質は、一般化可能かつ独立して
おり、即ち任意の組み合わせにおいて組み合わされることができ、本ポリマー組成物、そ
の成分、ＨＰ法、圧縮器潤滑剤、及び第一及び第二の電力ケーブルの発明即ち電力ケーブ
ルをさらに記載することが明らかである。
また、電力ケーブル、好ましくは直流（ＤＣ）電力ケーブルを製造するためのポリマー組
成物の使用及び電力ケーブル、好ましくは直流（ＤＣ）電力ケーブルを製造する方法も独
立して提供される。
【００３４】
圧縮器潤滑剤
本ポリマー組成物の好ましいポリオレフィンを製造するための重合法において使用される
圧縮器潤滑剤は、公知の石油製品であるミネラルオイルを包含する。
ミネラルオイルは、周知の意味を有し、特に、市販の潤滑剤における潤滑のために使用さ
れる。「ミネラルオイルを含む圧縮器潤滑剤」および「ミネラルオイルに基づく圧縮器潤
滑剤」は、本明細書において、交換可能に使用される。
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【００３５】
ミネラルオイルは、合成的に製造された合成ミネラルオイル又は原油の精製工程から得ら
れ得るミネラルオイルであることができる。
典型的には、液体石油としても知られるミネラルオイルは、原油からのガソリンおよび他
の石油に基づく製品を製造するための石油の蒸留における副生物である。
【００３６】
本発明の圧縮器潤滑剤のミネラルオイル油は好ましくはパラフィンオイルである。そのよ
うなパラフィンオイルは石油に基づく炭化水素フィードストックから誘導される。
【００３７】
ミネラルオイルは好ましくは、圧縮器潤滑剤の基油である。圧縮器潤滑剤は、周知である
ように、他の成分、例えば潤滑添加剤、粘度ビルダー、酸化防止剤、他の添加剤、または
それらの任意の混合物を含み得る。
【００３８】
より好ましくは、圧縮器潤滑剤は、食品または薬品工業のためのプラスチック、例えばＬ
ＤＰＥ、を製造するための圧縮器潤滑剤として慣用的に使用されるミネラルオイルを含む
さらに。より好ましくは、圧縮器潤滑剤は、ホワイトオイルであるミネラルオイルを含む
。さらにより好ましくは、圧縮器潤滑剤が、ミネラルオイルとしてホワイトオイルを包含
し、食品または薬品工業のためのポリマーの製造に適する。ホワイトオイルは周知の意味
を有する。さらに、そのようなホワイトオイルに基づく圧縮器潤滑剤は周知であり、市販
されている。さらにより好ましくは、ホワイトオイルが、食品または薬品ホワイトオイル
のための要件を満たす。
【００３９】
知られているように、好ましい圧縮器潤滑剤のミネラルオイル、好ましくはホワイトミネ
ラルオイルが、パラフィン系炭化水素を含む。
【００４０】
さらにより好ましくは、圧縮器潤滑剤のミネラルオイルは、以下の実施態様の１以上を満
たす。
　－　１の好ましい態様では、圧縮器潤滑剤のミネラルオイル、好ましくはホワイトミネ
ラルオイルが、少なくとも８．５×１０－６ｍ２／秒の粘度（１００℃）を有する。
　－　第２の好ましい態様では、圧縮器潤滑剤のミネラルオイル、好ましくはホワイトミ
ネラルオイルが、５重量％以下の、２５未満の炭素原子を有する炭化水素を含有する。
　－　第３の好ましい態様では、圧縮器潤滑剤のミネラルオイル、好ましくはホワイトミ
ネラルオイルの炭化水素が、４８０以上の平均分子量（Ｍｗ）を有する。
【００４１】
上記「炭化水素の量」、「粘度」および「Ｍｗ」は好ましくは、２００２年８月６日の欧
州指令２００２／７２／ＥＣに従う。圧縮器潤滑剤は好ましくは、上記３つの態様１～３
の各々に従う。
【００４２】
本発明の最も好ましい圧縮器潤滑剤は、食品接触において使用されるプラスチックのため
の２００２年８月６日の欧州指令２００２／７２／ＥＣにおけるホワイトミネラルオイル
のための要件を満たす。上記指令は、例えば、２００２年８月１５日の欧共同体のＬ２２
０／１８ＥＮ官報に発表されている。従って、ミネラルオイルは、最も好ましくは、上記
２００２年８月６日の欧州指令２００２／７２／ＥＣ、付録　Ｖを満たすホワイトミネラ
ルオイルである。さらに、圧縮器潤滑剤が、上記２００２年８月６日の欧州指令２００２
／７２／ＥＣに従うことが好ましい。
【００４３】
本発明の圧縮器潤滑剤は、市販の圧縮器潤滑剤であり得、または慣用の手段によって製造
され得る。好ましくは、薬品または食品用途のためのプラスチックを製造するための高圧
重合法で使用される市販の潤滑剤である。好ましい市販の圧縮器潤滑剤の網羅的でない例
は、例えば、ＥｘｘｏｎＭｏｂｉｌによって特に供給される、食品接触において使用され
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るポリエチレンの製造のためのＥｘｘｃｏｌｕｂ　Ｒシリーズの圧縮器潤滑剤、Ｓｈｅｌ
ｌによって供給される、薬品用途のためのポリエチレンを製造するためのＳｈｅｌｌ　Ｃ
ｏｒｅｎａ、またはＳｏｎｎｅｂｏｒｎによって供給されるＣＬ－１０００－ＳＯＮＯ－
ＥＵである。
【００４４】
圧縮器潤滑剤は、好ましくは、ポリアルキレングリコールに基づく成分を含有しない。
【００４５】
本発明のポリマー組成物に存在する任意のミネラルオイルが、ポリオレフィンの重合プロ
セス中の装置において使用される圧縮器潤滑剤に由来するのが好ましい。したがって、本
ポリマー組成物に、または重合後のポリオレフィンに、ミネラルオイルが添加されないの
が好ましい。
【００４６】
圧縮器潤滑剤由来の、そしてもしあるならば、製造された上記ポリオレフィン中に存在す
る微量のミネラルオイルは、典型的には、最大で、ポリオレフィンの量に基づいて０．４
重量％までの量であろう。上記限界は、失われた圧縮器潤滑剤（平均の漏出量）の全てが
最終のポリオレフィンに入るところの最悪のシナリオの計算に基づく絶対的最大値である
。そのような最悪のシナリオは起こりそうになく、通常は、得られるポリオレフィンは、
明らかにより低い量のミネラルオイルを含む。
【００４７】
本発明の圧縮工程（ａ）における圧縮器の潤滑のための本発明の圧縮器潤滑剤は、慣用の
やり方で使用され、当業者に周知である。
【００４８】
ポリオレフィン
本ポリマー組成物のために適するポリオレフィン成分の下記の好ましい態様、特性および
サブグループは、それらが本ポリマー組成物の好ましい態様をさらに定義するために任意
の順序または組合せで使用され得るように一般化可能である。
【００４９】
ポリオレフィン組成物のポリオレフィンは、好ましくは高圧法において製造される。用語
「ポリオレフィン」は、オレフィンホモポリマーおよびオレフィンと１以上のコモノマー
とのコポリマーの両方を意味する。周知であるように、「コモノマー」は、共重合可能な
コモノマー単位を意味する。
【００５０】
より好ましくは、ポリオレフィンは、高圧法で製造されたポリエチレンであり、より好ま
しくは、ＬＤＰＥホモポリマー又はエチレンと１以上のコモノマーとのＬＤＰＥコポリマ
ーから選択された低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）ポリマーである。ＬＤＰＥポリマーの
意味は周知であり、文献に記載されている。用語「ＬＤＰＥ」は、低密度ポリエチレンの
略号であるが、この用語は、密度範囲を限定するものではなく、低密度、中密度および高
密度を有するＬＤＰＥ様のＨＰポリエチレンをカバーする。用語「ＬＤＰＥ」は、オレフ
ィン重合触媒の存在下で製造されたＰＥと比較して、典型的な特徴、例えば種々の分岐構
造、を有するＨＰポリエチレンの性質のみを記載し、区別する。
【００５１】
ポリオレフィンコポリマー、好ましくはエチレンのＬＤＰＥコポリマーの場合、１以上の
コモノマーはよく知られているように、非極性のコモノマー又は極性のコモノマー又はそ
れらの任意の混合物から選択され得る。
【００５２】
極性コモノマーとして、ヒドロキシル基、アルコキシ基、カルボニル基、カルボキシル基
、エーテル基またはエステル基またはこれらの混合物を有するコモノマーが使用され得る
。より好ましくは、もし存在するならば、カルボキシルおよび／またはエステル基を有す
るコモノマーが、上記極性コモノマーとして使用される。さらにより好ましくは、ポリオ
レフィン、好ましくはエチレンのＬＤＰＥコポリマーの極性コモノマーが、アクリレート
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、メタクリレートまたはアセテートまたはそれらの任意の混合物の群から選択される。該
ポリオレフィンに、好ましくはエチレンのＬＤＰＥコポリマーに存在するならば、極性コ
モノマーは好ましくは、アルキルアクリレート、アルキルメタクリレートまたはビニルア
セテート、またはそれらの混合物の群から選択される。さらに好ましくは、上記極性コモ
ノマーが、Ｃ１～Ｃ６アルキルアクリレート、Ｃ１～Ｃ６アルキルメタクリレートまたは
ビニルアセテートから選択される。さらにより好ましくは、該ポリオレフィン、好ましく
はエチレンの極性ＬＤＰＥコポリマーは、エチレンとＣ１～Ｃ４アルキルアクリレート、
例えばメチル、エチル、プロピルまたはブチルアクリレート、またはビニルアセテート、
またはそれらの任意の混合物とのコポリマーである。
【００５３】
本明細書において非極性コモノマーは、ヒドロキシル基、アルコキシ基、カルボニル基、
カルボキシル基、エーテル基またはエステル基を有してないコモノマーを意味する。
好ましい非極性コモノマーは、モノ不飽和（＝１つの二重結合）コモノマー、好ましくは
オレフィン、好ましくはα－オレフィン、より好ましくはＣ３～Ｃ１０のα－オレフィン
、例えばプロピレン、１－ブテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、スチレン
、１－オクテン、１－ノネン；ポリ不飽和（＝１より多い二重結合）コモノマー；シラン
基含有コモノマー；またはそれらの任意の混合物を含む、好ましくはそれらから成る群か
ら選択される。上記ポリ不飽和コモノマーは、以下において、「方法」の下でさらに記載
される。
【００５４】
ＬＤＰＥポリマーがコポリマーであるならば、好ましくは、０．００１～５０重量％、よ
り好ましくは０．０５～４０重量％、さらにより好ましくは３５重量％未満、さらにより
好ましくは３０重量％未満、より好ましくは２５重量％未満の１以上のコモノマーを含む
。
【００５５】
ポリオレフィン、好ましくはＬＤＰＥポリマー、は、好ましくは、ビニル基、ビニリデン
基及びトランスビニレン基から由来する不飽和を任意的に有し得る。不飽和は、ポリマー
鎖に二重結合例えばビニル基を導入する連鎖移動剤（ＣＴＡ）の存在において、又は上で
述べた１以上のポリ不飽和コモノマーの存在において、かつ任意的に、ポリマー鎖に例え
ばビニル基を導入する連鎖移動剤の存在において、モノマー、好ましくはエチレン、を重
合させることにより提供されることができる。不飽和ポリオレフィン及び好ましい不飽和
ＬＤＰＥポリマーは周知である。不飽和のレベルは、当該分野において周知である、選択
された重合条件例えばピーク温度及び圧力により影響され得る。
【００５６】
例えばプロピレンがコモノマーとしてまたは連鎖移動剤（ＣＴＡ）としてまたは両方とし
て使用され得ることは周知である。ここで、それは、Ｃ－Ｃ二重結合の総量に、好ましく
はビニル基の総量に寄与し得る。本明細書では、コモノマーとしても作用し得る化合物、
例えばプロピレン、が二重結合を付与するためのＣＴＡとして使用されるとき、上記共重
合可能なコモノマーは、コモノマー含量の計算に入れない。
【００５７】
典型的には、好ましくはＷ＆Ｃ用途においては、ポリオレフィンとしてのエチレンホモ－
又はコポリマー、好ましくはＬＤＰＥポリマーの密度は、０.８６０ｇ／ｃｍ３より高い
。好ましくは、エチレンホモ－またはコポリマーの密度は０．９６０ｇ／ｃｍ３以下であ
る。好ましいポリマーとしてのエチレンホモ－又はコポリマーのＭＦＲ２（２．１６ｋｇ
、１９０℃）は、好ましくは０．０１～５０ｇ／１０分、より好ましくは０．１～２０ｇ
／１０分、最も好ましくは０．２～１０ｇ／１０分である。
【００５８】
本発明の好ましいポリオレフィンは上で定義されたＬＤＰＥホモポリマー又はＬＤＰＥコ
ポリマーであり、それらは任意的に不飽和であってもよい。もしＬＤＰＥホモポリマーが
不飽和であるならば、不飽和は連鎖移動剤（ＣＴＡ）及び／又は重合条件により付与され
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る。もしＬＤＰＥコポリマーが不飽和であるならば、不飽和は以下の手段の１以上、すな
わち連鎖移動剤（ＣＴＡ）により、１以上のポリ不飽和コモノマー及び／又は重合条件に
より付与されることができる。ＬＤＰＥコポリマーの場合、それはエチレンと少なくとも
１のポリ不飽和コモノマー、好ましくはジエン、任意的に他のコモノマー、例えば、アク
リレート又はアセテートコモノマーから選択された極性のコモノマーとの不飽和ＬＤＰＥ
コポリマーであり；より好ましくはエチレンとポリ不飽和コモノマー、好ましくはジエン
、との不飽和ＬＤＰＥコポリマーである。
【００５９】
方法
高圧（ＨＰ）法は、本ポリマー組成物のポリオレフィン、好ましくはＬＤＰＥホモポリマ
ーまたはエチレンと１以上のコモノマーとのＬＤＰＥコポリマーから選択される低密度ポ
リエチレン（ＬＤＰＥ）ポリマー、を製造するために好ましい方法である。
【００６０】
本発明はさらに、下記工程：
（ａ）１以上のモノマーを圧縮器において加圧下で圧縮すること、ここで、圧縮器潤滑剤
が潤滑のために使用される、
（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーとともに、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、
を含む高圧法でポリオレフィンを重合するための方法を提供する。ここで、工程（ａ）に
おいて、圧縮器潤滑剤は、その好ましい態様を含むミネラルオイルを含む。
【００６１】
したがって、本発明のポリオレフィンは、好ましくは、遊離ラジカル開始重合によって高
圧で製造される（高圧ラジカル重合と言う）。好ましいポリオレフィンは、上述したよう
に、ＬＤＰＥホモポリマーまたはエチレンと１以上のコモノマーとのＬＤＰＥコポリマー
である。本発明の方法によって得られ得るＬＤＰＥポリマーは、好ましくは、上記または
下記に述べるように、有利な電気特性を与える。高圧（ＨＰ）重合および、所望の最終用
途に応じてポリオレフィンの他の特性をさらに適応させるためのプロセス条件の調整は周
知であり、文献に記載されており、当業者によって容易に使用され得る。
【００６２】
本発明の方法の圧縮工程ａ）
１以上の任意的なコモノマーと共に、モノマー、好ましくはエチレン、が、圧縮器ゾーン
で１以上の圧縮器又は増圧器に供給されて、所望の重合圧力になるまでモノマーを圧縮し
、制御された温度での高い量のモノマーの取り扱いを可能にする。上記方法の典型的な圧
縮器、すなわちハイパー圧縮器は、ピストン圧縮器またはダイヤフラム圧縮器であり得る
。圧縮器ゾーンは、直列でまたは並列で作用し得る複数の圧縮器を通常含む。本発明の圧
縮器潤滑剤は、圧縮器ゾーンに存在する少なくとも１の、好ましくは全てのハイパー圧縮
器におけるシリンダ潤滑のために使用される。圧縮工程ａ）は、通常、２～７の圧縮工程
を含み、しばしば中間の冷却ゾーンを有する。温度は典型的には低く、通常、２００℃未
満、好ましくは１００℃未満の範囲である。任意の再循環されたモノマー、好ましくはエ
チレン、および任意的なコモノマーが、圧力に応じて適する時点で添加され得る。
【００６３】
本発明の方法の重合工程ｂ）
好ましい高圧重合は、１以上の重合反応器、好ましくは少なくとも１の管状反応器または
オートクレーブ反応器、好ましくは管状反応器、を含む重合ゾーンで行われる。重合反応
器、好ましくは管状反応器は、１以上の反応器ゾーンを含み得、ここで、種々の重合条件
が生じ得、および／またはＨＰ分野で周知であるように調整され得る。１以上の反応器ゾ
ーンは、モノマー及び任意的なコモノマーを供給するための手段および開始剤および／ま
たはさらなる成分、例えばＣＴＡ、を添加するための手段が、公知のやり方で備えられる
。さらに、重合ゾーンは、重合反応器に先立つまたはそれと統合された予熱セクションを
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含み得る。１の好ましいＨＰ法では、モノマー、好ましくはエチレン、が任意的に１以上
のコモノマーとともに、好ましい管状反応器中で、好ましくは連鎖移動剤の存在下で、重
合される。
【００６４】
管状反応器：
反応混合物は、管状反応器に供給される。管状反応器は、単一供給系（フロントフィード
としても知られる）として運転され得、ここで圧縮器ゾーンからの全モノマー流が反応器
の第一反応ゾーンの入口に供給される。あるいは、管状反応器は多供給系であり得、ここ
で例えば圧縮ゾーンからのモノマー、任意のコモノマーまたはさらなる成分（例えばＣＴ
Ａ）が、別々にまたは任意の組合せで、２以上の流れに分割され、分割された供給物が、
反応器に沿って種々の反応ゾーンへの管状反応器に導入される。例えば、全モノマー量の
１０～９０％が第一反応ゾーンに供給され、他の９０～１０％の残りのモノマー量が、任
意的にさらに分割され、分割された各々が反応器に沿って種々の位置で注入される。開始
剤の供給も２以上の流れに分割され得る。さらに、多供給系では、モノマー（／コモノマ
ー）および／または任意的なさらなる成分、例えばＣＴＡ、の分割された流れ、および開
始剤の分割された流れがそれぞれ、同じもしくは異なる成分または該成分の濃度、または
両方を有し得る。
【００６５】
本発明のポリオレフィンの製造のための管状反応器では、モノマーおよび任意のコモノマ
ーのための単一供給系が好ましい。
【００６６】
管状反応器の第一の部分は、モノマー、好ましくはエチレン、および任意的なコモノマー
の供給の温度を調整することであり、通常の温度は２００℃より下、例えば１００～２０
０℃である。次いでラジカル開始剤が添加される。ラジカル開始剤としては、高められた
温度でラジカルに分解する任意の化合物またはそれらの混合物が使用され得る。使用でき
るラジカル開始剤、例えばパーオキシド、は市販されている。重合反応は発熱的である。
別個の注入ポンプが通常備えられた反応器に沿って、いくつかのラジカル開始剤注入点、
例えば１～５の注入点があり得る。既に述べたようにまた、モノマー、好ましくはエチレ
ン、および任意のコモノマーが、フロントで添加され、任意的にモノマー供給物が、別々
の圧縮器を伴ってまたは伴わないで、管状反応器の任意のゾーンでおよび１以上の注入点
、例えば１～５の注入点から、本発明方法の任意の時点で、上記モノマーおよび／または
任意のコモノマーを添加するために分割され得る。
【００６７】
さらに、ポリオレフィンの重合法において１以上のＣＴＡが好ましくは使用される。好ま
しいＣＴＡは、１以上の非極性ＣＴＡおよび１以上の極性ＣＴＡ、またはそれらの任意の
混合物から選択され得る。
【００６８】
非極性ＣＴＡは、存在するならば、好ましくは下記から選択される。
ｉ）ニトリル（ＣＮ）、スルフィド、ヒドロキシル、アルコキシ、アルデヒド（ＨＣ＝Ｏ
）、カルボニル、カルボキシル、エーテルまたはエステル基、またはそれらの混合から選
択される極性基を有しない１以上の化合物。非極性ＣＴＡは、好ましくは、１以上の非芳
香族、直鎖、分岐または環式のヒドロカルビルであって、任意的にヘテロ原子、例えばＯ
、Ｎ、Ｓ、ＳｉまたはＰ、を含むものから選択される。より好ましくは、非極性ＣＴＡが
、１以上の、５～１２の炭素原子の環式α－オレフィンまたは１以上の、３～１２の炭素
原子の直鎖または分岐鎖α－オレフィン、より好ましくは１以上の、３～６の炭素原子の
直鎖または分岐鎖α－オレフィン、から選択される。好ましい非極性ＣＴＡはプロピレン
である。
【００６９】
極性ＣＴＡは、存在するならば、好ましくは下記から選択される。
ｉ）ニトリル（ＣＮ）、スルフィド、ヒドロキシル、アルコキシ、アルデヒド（ＨＣ＝Ｏ
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）、カルボニル、カルボキシル、エーテルまたはエステル基、またはそれらの混合物から
選択される１以上の極性基を有する１以上の化合物、
ｉｉ）１以上の芳香族有機化合物、または
ｉｉｉ）それらの任意の混合物。
【００７０】
好ましくは、任意のそのような極性ＣＴＡが、１２までの炭素原子、例えば１０までの炭
素原子、好ましくは８までの炭素原子を有する。好ましい選択肢は、１２までの炭素原子
（例えば８までの炭素原子）を有しかつ少なくとも１のニトリル（ＣＮ）、スルフィド、
ヒドロキシル、アルコキシ、アルデヒド（ＨＣ＝Ｏ）、カルボニル、カルボキシルまたは
エステル基を有する直鎖または分岐鎖のアルカンを包含する。
【００７１】
より好ましくは、極性ＣＴＡが、存在するならば、ｉ）１以上のヒドロキシル、アルコキ
シ、ＨＣ＝Ｏ、カルボニル、カルボキシルおよびエステル基またはそれらの混合物を有す
る１以上の化合物から、より好ましくは、１以上のアルコール、アルデヒドおよび／また
はケトン化合物から選択される。好ましい極性ＣＴＡは、存在するならば、１２までの炭
素原子、好ましくは８までの炭素原子、特に６までの炭素原子、を有する直鎖または分岐
鎖のアルコール、アルデヒドまたはケトンであり、最も好ましくは、イソプロパノール（
ＩＰＡ）、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）および／またはプロピオンアルデヒド（ＰＡ）
である。
【００７２】
好ましいＣＴＡの量は限定されず、最終ポリマーの所望の最終特性に応じて本発明の範囲
内で当業者によって適応され得る。従って、好ましい連鎖移動剤は、反応器の任意の注入
箇所においてポリマー混合物に添加され得る。１以上のＣＴＡの添加は、重合中の任意の
時点で１以上の注入箇所から行われ得る。
【００７３】
ポリオレフィンの重合が、上述した１以上の極性ＣＴＡおよび上述した１以上の非極性Ｃ
ＴＡを含むＣＴＡ混合物の存在下で行われる場合には、極性ＣＴＡと非極性ＣＴＡとの供
給比（重量％）は好ましくは、反応器への極性ＣＴＡおよび非極性ＣＴＡの供給の一緒に
された量に基づいて、
１～９９重量％の極性ＣＴＡおよび
１～９９重量％の非極性ＣＴＡである。
【００７４】
モノマー、コモノマーおよび任意のＣＴＡの添加は、新鮮なおよび再循環された供給物を
含み得、典型的には、それらを含む。
【００７５】
反応器は、例えば水または蒸気によって、連続的に冷却される。最も高い温度をピーク温
度と言い、反応開始温度を開始温度と言う。
【００７６】
適する温度は４００℃まで、好ましくは８０～３５０℃の範囲であり、圧力は７００バー
ル以上、好ましくは１０００～４０００バール、より好ましくは１０００～３５００バー
ルである。圧力は、少なくとも圧縮段階の後および／または管状反応器の後に測定され得
る。温度は、全工程中のいくつかの点で測定され得る。高い温度および高い圧力は一般に
、出力を高める。当業者によって選択される種々の温度プロファイルを使用すると、ポリ
マー鎖の構造の制御、すなわち長鎖分岐および／または短鎖分岐、密度、分岐係数（ｂｒ
ａｎｃｈｉｎｇ　ｆａｃｔｏｒ）、コモノマーの分布、ＭＦＲ、粘度、分子量分布などの
制御が可能であろう。
【００７７】
反応器は慣用的に、バルブ、いわゆる製造制御バルブ、で終わる。バルブは、反応器圧を
制御し、反応混合物を反応圧から分離圧へ減圧する。
【００７８】
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本発明の方法の回収工程ｃ）
分離
圧力は、典型的には、約１００～４５０バールに低下され、反応混合物は分離器に送られ
、そこで未反応物（しばしば気体状）のほとんどがポリマー流から除去される。未反応物
は、例えばモノマーまたは任意のコモノマーを含み、未反応成分のほとんどが回収される
。ポリマー流は任意的に、より低圧で、典型的には１バール未満で、より多くの未反応物
が回収されるところの第二の分離器でさらに分離される。通常、低分子化合物、すなわち
ワックス、が気体から除去される。気体は通常、再循環の前に冷却され、きれいにされる
。
【００７９】
分離されたポリマーの回収
分離後、得られたポリマーは、典型的には、ポリマー溶融物の形状であり、それは通常、
ＨＰ反応器系に連結して配置されたペレット化セクション、例えばペレット押出機におい
て、混合され、ペレット化される。任意的に、添加剤、例えば酸化防止剤、がこのミキサ
ーに公知のやり方で添加されて本ポリマー組成物を与え得る。
【００８０】
高圧ラジカル重合によるエチレン（コ）ポリマーの製造の更なる詳細は、特に、ｔｈｅ　
Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉ
ｎｅｅｒｉｎｇ，Ｖｏｌ．６（１９８６），ｐｐ３８３－４１０およびＥｎｃｙｃｌｏｐ
ｅｄｉａ　ｏｆ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ：　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｙ，２００１　Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｌｔｄ．：“Ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅ
ｎｅ：Ｈｉｇｈ－ｐｒｅｓｓｕｒｅ（「ポリエチレン：高圧）Ｒ．Ｋｌｉｍｅｓｃｈ，　
Ｄ．Ｌｉｔｔｍａｎｎ　ａｎｄ　Ｆ．－Ｏ．Ｍａｈｌｉｎｇ　ｐｐ．７１８１－７１８４
に見られ得る。
【００８１】
重合されたポリマー、特に　ＬＤＰＥポリマーの特性、例えばＭＦＲ、に関して、上記特
性は、重合中に例えば連鎖移動剤を使用することによってまたは反応温度または圧力を調
整することによって（これらはまた、ある程度まで、不飽和レベルに影響を及ぼす）調整
され得る。
【００８２】
エチレンの不飽和ＬＤＰＥコポリマーが調製されるとき、周知のように、Ｃ－Ｃ二重結合
量は、不飽和ＬＤＰＥコポリマーのために望ましいＣ－Ｃ二重結合の性質および量に応じ
て、エチレンを、例えば１以上のポリ不飽和コモノマー、連鎖移動剤、プロセス条件、ま
たはそれらの任意の組合せの存在下で、例えばモノマー、好ましくはエチレン、およびポ
リ不飽和コモノマーおよび／または連鎖移動剤の間の望ましい供給比を使用して、重合す
ることにより調整され得る。特に国際公開第９３０８２２２号パンフレットは、エチレン
コポリマーの不飽和度を高めるための、エチレンとポリ不飽和モノマー、例えばα，ω－
アルカジエン、との高圧ラジカル重合を記載している。こうして、反応しなかった二重結
合は、形成されたポリマー鎖の、ポリ不飽和コモノマーが重合によって組み入れられたと
ころの部位にペンダントのビニル基を付与する。その結果、不飽和は、ランダム共重合法
においてポリマー鎖に沿って均一に分布され得る。また、例えば国際公開第９６３５７３
２号パンフレットは、エチレンとある種のポリ不飽和α，ω－ジビニルシロキサンとの高
圧ラジカル重合を記載している。さらに、公知のように、例えばプロピレンが連鎖移動剤
として使用されて上記二重結合を付与し得る。
【００８３】
ポリマー組成物
本発明のポリマー組成物は、更なる成分、例えばさらなるポリマー成分および／または添
加剤、好ましくは、ポリマー分野において公知である、酸化防止剤、遊離基発生剤、例え
ば架橋剤、例えば有機過酸化物、スコーチ遅延剤（ＳＲ）、架橋ブースター、安定化剤、
加工助剤、難燃添加剤、水トリー遅延剤、酸スカベンジャー、無機フィラー、及び電圧安
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定剤を含み得る。
【００８４】
本ポリマー組成物は、好ましくは、Ｗ＆Ｃ用途のために慣用的に使用される添加剤、例え
ば１以上の酸化防止剤および任意的に１以上のスコーチ遅延剤、好ましくは少なくとも１
の酸化防止剤、を含む。添加剤の使用量は慣用的であり、例えば上記「発明を実施するた
めの態様」において既に記載されているように、当業者に周知である。
【００８５】
本発明のポリマー組成物は、本ポリマー組成物に存在するポリマー成分の総重量に基づい
て、典型的には、少なくとも５０重量％、好ましくは少なくとも６０重量％、より好まし
くは少なくとも７０重量％、より好ましくは少なくとも７５重量％、より好ましくは８０
～１００重量％、より好ましくは８５～１００重量％のポリオレフィンを含む。好ましい
本ポリマー組成物は、唯一のポリマー成分としてのポリオレインから成る。上記記載は、
本ポリマー組成物が、さらなるポリマー成分を含まず、唯一のポリマー成分としてポリオ
レフィンを含むことを意味する。しかし、本明細書では、本ポリマー組成物が、ポリマー
成分以外の更なる成分、例えば担体ポリマーとの混合物、すなわちいわゆるマスターバッ
チ、中に任意的に添加され得る添加剤、をさらに含み得ることが理解されるべきである。
【００８６】
本ポリマー組成物は、下記の「測定法」において記載された、ポリマー組成物からなるテ
ープサンプルを使用するＤＣ伝導度法に従って測定されたとき、０．５０ｘ１０－１５Ｓ
／ｍ以下，好ましくは０．４８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，０．４０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以
下，好ましくは０．３８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有する。より好ましくは
、例えばある要求の厳しい実施態様では、本ポリマー組成物の電気伝導度は下記の「測定
法」において記載された、ポリマー組成物からなるテープサンプルを使用するＤＣ伝導度
法に従って測定されたとき、最終用途に依存して、より好ましくは０．３５ｘ１０－１５

Ｓ／ｍ以下，好ましくは０．３０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，さらに好ましくは０．２５ｘ
１０－１５Ｓ／ｍ以下でさえある。
【００８７】
本ポリマー組成物は、唯一のポリマー成分として、好ましくはポリオレフィン、好ましく
はポリエチレン、より好ましくは、任意的に不飽和であってもよい、ＬＤＰＥホモ又はコ
ポリマーからなる。
【００８８】
好ましくは、ポリオレフィンは本ポリマー組成物に本発明の有利な特許を請求された電気
的性質を付与する。従って、本ポリマー組成物のポリオレフィン、好ましくはポリエチレ
ン、より好ましくは任意的に不飽和であってもよいＬＤＰＥホモ又はコポリマーは、下記
の「測定法」において記載された、ポリオレフィンポリマーからなるテープサンプルを使
用するＤＣ伝導度法に従って測定されたとき、０．５０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，好まし
くは０．４８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，０．４０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，好ましくは０
．３８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有する。より好ましくは、例えば要求の厳
しい実施態様においては、ポリオレフィン、好ましくはポリエチレン、より好ましくは任
意的に不飽和であってもよい、ＬＤＰＥホモ又はコポリマーの電気伝導度は、下記の「測
定法」において記載された、ポリオレフィンポリマーからなるテープサンプルを使用する
ＤＣ伝導度法に従って測定されたとき、最終用途に依存して、より好ましくは０．３５ｘ
１０－１５Ｓ／ｍ以下，好ましくは０．３０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，又は０．２５ｘ１
０－１５Ｓ／ｍ以下でさえある。
【００８９】
本ポリマー組成物、好ましくはポリオレフィンの電気伝導度の下限は、制限されないが、
ＤＣ伝導度法に従ってテープサンプルから測定されたとき、例えば０．０００１ｘ１０－

１５Ｓ／ｍ以上、例えば０．００１ｘ１０－１５Ｓ／ｍである。
【００９０】
さらに、有利な電気的性質を有する本ポリマー組成物は、架橋されることができる。従っ
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て、一つの好ましい本発明のポリマー組成物は、架橋可能である。それは、次に架橋され
る架橋可能な用途のために使用されることが好ましい。架橋は、照射又は架橋剤ともまた
呼ばれる遊離基発生剤（両方の用語は、交換可能に本明細書において使用される）を使用
するラジカル反応により実行されることができる。そのような遊離基発生剤の例は、過酸
化物、例えば無機及び有機の過酸化物である。さらなる周知の架橋方法は官能基による架
橋、例えば（共重合又はグラフト化のいずれかにより）ポリマーに結合されている加水分
解可能なシラン基を加水分解し、次に、生成されたシラノール基をシラノール縮合触媒を
使用して縮合させることによる架橋である。
【００９１】
架橋は、少なくとも１の－Ｏ－Ｏ－結合又は少なくとも１の－Ｎ＝Ｎ－結合を有する遊離
基発生剤により好ましくは実行される。より好ましくは、遊離基発生剤は過酸化物であり
、そうであることにより、架橋は好ましくは、遊離基架橋に基づき、当該分野において周
知である周知な過酸化物架橋テクノロジーを使用して好ましくは実行される。過酸化物は
、任意の適切な過酸化物、例えば慣用的に当該分野において使用されるものであることが
できる。
【００９２】
本発明の最終使用および最終用途
本発明の新規なポリマー組成物は、ポリマーの広い範囲の最終用途において非常に有用で
ある。本ポリマー組成物の好ましい使用は、Ｗ＆Ｃ用途、より好ましくは電力ケーブルの
１以上の層にある。
【００９３】
電力ケーブルは、任意の電圧、典型的には１ｋＶより高い電圧で作動する、エネルギーを
運ぶケーブルであると定義される。電力ケーブルに適用される電圧は、交流（ＡＣ）、直
流（ＤＣ）または過渡（インパルス）電圧であり得る。本発明のポリマー組成物は、電力
ケーブル、特に６ｋＶ超～３６ｋＶの電圧で作動する電力ケーブル（中電圧（ＭＶ）ケー
ブル）、および３６ｋＶ超の電圧で作動する電力ケーブル（高電圧（ＨＶ）ケーブルおよ
び超高電圧（ＥＨＶ）ケーブルとして知られ、ＥＨＶケーブルは、周知のように、非常に
高い電圧で作動する）のために非常に適する。これらの用語は、周知の意味を有し、その
ようなケーブルの作動レベルを示す。ＨＶおよびＥＨＶ　ＤＣ電力ケーブルに関して、作
動電圧は、本明細書では、接地と高電圧ケーブルの導体との間の電圧として定義される。
ＨＶ　ＤＣ電力ケーブルおよびＥＨＶ　ＤＣ電力ケーブルは、例えば４０ｋＶ以上の電圧
で、さらには５０ｋＶ以上の電圧ですら、作動し得る。ＥＨＶ　ＤＣ電力ケーブルは、非
常に高い電圧範囲、例えば８００ｋＶまでの高い電圧で作動するが、それに限定されない
。
【００９４】
即ち、有利なＤＣ伝導性を有する本ポリマー組成物は、上で定義された、任意の電圧、好
ましくは３６ｋＶより高い電圧で作動する直流（ＤＣ）電力ケーブル、例えばＨＶまたは
ＥＨＶ　ＤＣ電力ケーブルのために非常に適する。
【００９５】
低下された電気伝導性に加えて、本ポリマー組成物はまた、好ましくは、電力ケーブル、
特にＤＣ電力ケーブルのために有利である非常に良好な空間電荷特性を有する。
【００９６】
本発明はさらに、電力ケーブル、好ましくはＤＣ電力ケーブルの絶縁層を製造するための
、本発明の高圧（ＨＰ）法によって得られ得る本発明のポリオレフィンの使用を提供する
。また、ＤＣ電力ケーブルの少なくとも１の層、好ましくは少なくとも１の絶縁層におけ
る本発明のＨＰ法により得られ得るポリオレフィンの使用が提供される。当然、該ポリオ
レフィンが、本発明のポリマー組成物において使用される。
【００９７】
第一の独立した電力ケーブル、好ましくは直流（ＤＣ）電力ケーブル、は１以上の層によ
り取り囲まれた導体を備え、ここで、該層の少なくとも１は、以下の工程
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（ａ）１以上のモノマーを圧縮器において加圧下で圧縮すること、ここで、圧縮器潤滑剤
が潤滑のために使用される、
（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーとともに、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、ここで、工程（ａ）において、圧縮器潤滑剤は、上で定義された
ミネラルオイルを含む、を含む高圧重合法により得られ得る上で定義されたポリオレフィ
ンを含むポリマー組成物を含む。
【００９８】
第二の独立した電力ケーブル、好ましくは直流（ＤＣ）電力ケーブル、は１以上の層によ
り取り巻かれている導体を含む。ここで該層の少なくとも１は、上で定義されたポリオレ
フィンを含むポリマー組成物を含み、ここで該ポリマー組成物、好ましくは該ポリオレフ
ィンは、下記の「測定法」において記載された、ポリマー組成物又はポリオレフィンから
なるテープサンプルを使用するＤＣ伝導度法に従って測定されたとき、０．５０ｘ１０－

１５Ｓ／ｍ以下，好ましくは０．４８ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，好ましくは０．４０ｘ１
０－１５Ｓ／ｍ以下，より好ましくは０．３８ｘ１０－１５Ｓ／ｍの電気伝導度を有する
。より好ましくは、該電力ケーブルの該ポリマー組成物は、下記の「測定法」において記
載された、ポリマー組成物からなるテープサンプルを使用するＤＣ伝導度法に従って測定
されたとき、０．３５ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，好ましくは０．３０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ
以下，又は０．２５ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下さえの電気伝導度を有する。
【００９９】
好ましい電力ケーブル、好ましくは直流（ＤＣ）電力ケーブルは、１以上の層により取り
巻かれている導体を含み、ここで、該層の少なくとも１はポリオレフィンを含むポリマー
組成物を含み、ここで
ｉ）下記の「測定法」において記載された、ポリマー組成物又はポリオレフィンからなる
テープサンプルを使用するＤＣ伝導度法に従って測定されたとき、該ポリマー組成物、好
ましくは該ポリオレフィンは、０．５０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，好ましくは０．４８ｘ
１０－１５Ｓ／ｍ以下，０．４０ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，又は好ましくは０．３８ｘ１
０－１５Ｓ／ｍ以下の電気伝導度を有し、より好ましくは、下記の「測定法」において記
載された、ポリマー組成物又はポリオレフィンからなるテープサンプルを使用するＤＣ伝
導度法に従って測定されたとき、該電力ケーブルの該ポリマー組成物、好ましくは該ポリ
オレフィン、は、０．３５ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下，好ましくは０．３０ｘ１０－１５Ｓ
／ｍ以下，又は０．２５ｘ１０－１５Ｓ／ｍ以下さえの電気伝導度を有し、
該ポリオレフィンは、下記工程：
（ａ）１以上のモノマーを圧縮器において加圧下で圧縮すること、ここで、圧縮器潤滑剤
が潤滑のために使用される、
（ｂ）モノマーを、任意的に１以上のコモノマーとともに、重合ゾーンで重合すること、
（ｃ）得られたポリオレフィンを未反応物から分離し、分離されたポリオレフィンを回収
ゾーンで回収すること、
を含む高圧重合法により得られ得、
ここで、工程（ａ）において、圧縮器潤滑剤は、上で定義されたミネラルオイルを含む。
圧縮器の潤滑剤の好ましい性質及び実施態様、ＨＰ法、及び電力ケーブルの本ポリマー組
成物の成分は上、下又は特許請求の範囲において定義された通りである。
【０１００】
用語「導体」は本明細書では上記および下記において、導体が１以上のワイヤを含むこと
を意味する。さらに、ケーブルは、１以上のそのような導体を含み得る。好ましくは、導
体は電気導体であり、１以上の金属ワイヤを含む。
【０１０１】
本発明の電力ケーブルの一つの好ましい実施態様において、少なくとも１の層は本発明の
該ポリマー組成物を含む絶縁層である。該絶縁層が電気的性質のために高い要求を有する
ことは一般的に知られている。
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【０１０２】
好ましい実施態様において、電力ケーブルはＤＣケーブルであり、それは少なくとも１の
内側半導電性層、絶縁層、及び外側半導電性層をその順番で含み、ここで、該層の少なく
とも１、好ましくは少なくとも絶縁層、は、上で又は特許請求の範囲において定義された
該ポリマー組成物を含む。
【０１０３】
周知であるように、ケーブルは任意的に更なる層、例えば絶縁層を取り巻く層又はもし存
在すれば外側半導電性層、例えばスクリーン、ジャケット層、他の保護層又はそれらの任
意の組み合わせを含むことができる。
【０１０４】
より好ましくは、電力ケーブルは、架橋可能であり、最終使用用途の前に架橋される。
【０１０５】
本発明は、電力ケーブル、好ましくは架橋可能な電力ケーブル、より好ましくは架橋可能
なＤＣ電力ケーブルを製造する方法において、導体に１以上の層を好ましくは（共）押出
により施与する工程を含む該方法をもまた提供する。該導体において、少なくとも１の層
は、第一のケーブルの発明に従うプロダクトバイプロセスの観点で、又は第二のケーブル
の発明に従う電気伝導度の観点で、好ましくはプロダクトバイプロセス及び電気伝導度の
観点で定義された本発明のポリマー組成物を含む。
【０１０６】
本発明の電力ケーブル製造法は、好ましくは
　－　上又は下の特許請求の範囲において定義された本発明のポリマー組成物を用意する
こと、
　－　本ポリマー組成物を、任意的にさらなる成分、例えばさらなるポリマー成分及び／
又は添加剤、と混合すること、好ましくは押出機で溶融混合すること、
　－　前の工程から得られたポリマー組成物の溶融混合物を、好ましくは（共）押出によ
り導体の上に施与して、１以上の層を形成すること、ここで少なくとも１の層は、本発明
のポリマー組成物を含む、及び
　－　任意的に、少なくとも、本発明のポリマー組成物を含む層を架橋すること
により実行される。
【０１０７】
溶融混合は、得られた混合物の少なくとも主要なポリマー成分の融点より上で混合するこ
とを意味し、典型的には、ポリマー成分の融点または軟化点より少なくとも１０～１５℃
上の温度で行われる。
【０１０８】
好ましくは、本ポリマー組成物は、ケーブル製造法に共されるとき、粉末、顆粒又はペレ
ットの形で使用される。ペレットは、任意の大きさおよび形状であり得、任意の慣用のペ
レット製造デバイス、例えばペレット押出機を使用して任意の慣用のペレット化方法によ
り製造され得る。
【０１０９】
即ち、ポリマー組成物は、添加剤、例えばＷ＆Ｃポリマー用途において慣用的に使用され
ている添加剤、を含んでいてもよい。任意的な添加剤の一部又は全部が、例えば、上の好
ましいペレット形成の前にポリオレフィンに添加されて、本ポリマー組成物を得ることが
できる。代替として、該任意的な添加剤の一部又は全部は好ましいペレット化工程の後に
本ポリマー組成物に添加されることができ、次に、任意的に本ポリマー組成物は、さらに
ケーブル製造プロセスにおける使用の前にさらにペレット化されることができる。または
、任意的な添加物の一部又は全部は、本ポリマー組成物のケーブルの製造プロセスに関連
するポリマー組成物に添加されることができる。添加剤は、慣用の量で使用され得る。好
ましい実施態様においては、本発明のポリマー組成物は、予め製造されたペレットの形で
ケーブル製造プロセスに提供される。
【０１１０】
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加工温度及びデバイスは当該技術において周知であり、例えば慣用のミキサー及び押出機
、例えば単軸又は双軸押出機が本発明のプロセスに適切である。
【０１１１】
（溶融）混合工程から得られた本ポリマー組成物の（溶融）混合物は、唯一のポリマー成
分としての本発明のポリオレフィンから成ることが好ましい。任意的かつ好ましい添加剤
は、本ポリマー組成物に、そのまままたは担体ポリマーとの混合物として、すなわちいわ
ゆるマスターバッチの形、添加され得る。
【０１１２】
用語「（共）押出」は、本明細書では、当該技術において周知のように、２以上の層の場
合には、上記層が別々の工程で押し出され得、または上記層の少なくとも２または全部が
同じ押出工程で共押出され得ることを意味する。用語「（共）押出」はまた、本明細書で
は、層の全てまたは一部が、１以上の押出ヘッドを使用して同時に形成されることを意味
する。例えば、３つのケーブル層を形成するために、三重押出が使用され得る。
【０１１３】
より好ましくは、得られた本電力ケーブルの本ポリマー組成物を含む少なくとも１の層は
、架橋可能であり、遊離基発生剤により架橋される。「架橋可能」は、ケーブルの層が、
ケーブルの最終用途における使用の前に架橋されることを意味する。ポリマーの架橋反応
においては、特にポリマー間の架橋（橋かけ）が主に形成される。
【０１１４】
遊離基発生剤、好ましくは過酸化物、は、それがケーブル製造プロセスに提供される前又
は遊離基発生剤が、ケーブル製造ラインに関連してポリマー組成物に添加されることがで
きる前に、ポリマー組成物中に、例えばペレット中に、存在することができる。架橋は、
当該技術において公知であるやり方で、高められた温度において実行されることができる
。
【０１１５】
架橋工程は電力ケーブルの製造ラインとの関連において次の工程として、任意的にはケー
ブル形成装置に続く別の装置において、実行され得、その後、架橋された物品が回収され
る。
【０１１６】
測定法
説明および実験部分において特に断らない限り、下記方法が特性の測定のために使用され
た。
【０１１７】
ｗｔ％は重量％である。
【０１１８】
メルトフローレート
メルトフローレート（ＭＦＲ）は、ＩＳＯ１１３３に従って測定され、ｇ／１０分で示さ
れる。ＭＦＲは、ポリマーの流動性、したがって加工性、の指標である。メルトフローレ
ートが高いほど、ポリマーの粘度が低い。ＭＦＲはポリエチレンの場合には１９０℃で測
定され、種々の荷重、例えば２．１６ｋｇ（ＭＦＲ２）または２１．６ｋｇ（ＭＦＲ２１

）、で測定され得る。
【０１１９】
密度
密度は、ＩＳＯ１１８３－２に従って測定された。サンプルの作製は、ＩＳＯ１８７２－
２表３Ｑ（圧縮成形）に従って行われた。
【０１２０】
分子量
Ｍｚ、Ｍｗ、ＭｎおよびＭＷＤが、当該分野において公知のように、低分子量ポリマーの
ためのゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）によって測定される。
【０１２１】
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コモノマー含量
ａ）ＮＭＲ分光法による、線状低密度ポリエチレンおよび低密度ポリエチレンにおけるα
－オレフィンの定量
コモノマー含量は、基本的帰属の後、定量的１３Ｃ核磁気共鳴（ＮＭＲ）分光法によって
決定された（Ｊ．Ｒａｎｄａｌｌ　ＪＭＳ　－　Ｒｅｖ．　Ｍａｃｒｏｍｏｌ．　Ｃｈｅ
ｍ．　Ｐｈｙｓ．，Ｃ２９（２＆３），２０１－３１７（１９８９））。実験パラメータ
は、この特定の仕事のための定量的スペクトルの測定を確実にするために調整された。
【０１２２】
特に溶液状態のＮＭＲ分光法が、Ｂｒｕｋｅｒ　ＡｖａｎｃｅＩＩＩ　４００分光計を使
用して用いられた。ヒートブロックおよび回転管オーブンを使用して１４０℃で１０ｍｍ
サンプル管において０．２００ｇのポリマーを２．５ｍｌの重水素化テトラクロロエテン
に溶解することにより均一なサンプルを調製した。ＮＯＥ（出力制御されている）を伴う
プロトンデカップリングされた１３Ｃ単パルスＮＭＲスペクトルが下記の取得パラメータ
を使用して記録された：９０°のフリップ角、４個のダミースキャン、４０９６の遷移（
ｔｒａｎｓｉｅｎｔｓ）１．６秒のアクイジションタイム、２０ｋＨｚのスペクトル幅、
１２５℃の温度、２元準位（ｂｉｌｅｖｅｌ）ＷＡＬＴＺプロトンデカップリングスキー
ムおよび３．０秒の緩和遅延。得られたＦＩＤは、下記のプロセッシングパラメータを使
用して処理された：３２ｋデータポイントへのゼロ充填（ｚｅｒｏ－ｆｉｌｌｉｎｇ）お
よび、ガウス窓関数を使用するアポダイゼーション；自動ゼロ次および一次位相補正およ
び、関係領域に限定された５次多項式を使用する自動基線補正。
【０１２３】
従来周知の方法に基づいて代表的位置のシグナルの積分の簡単な較正された比を使用して
量が計算された。
【０１２４】
ｂ）低密度ポリエチレンの極性コモノマーのコモノマー含量
（１）＞６重量％の極性コモノマー単位を含有するポリマー
【０１２５】
コモノマー含量（重量％）が、定量的核磁気共鳴（ＮＭＲ）分光法によって較正されるフ
ーリエ変換赤外分光法（ＦＴＩＲ）に基づいて公知のやり方で決定された。下記に、エチ
レンエチルアクリレート、エチレンブチルアクリレートおよびエチレンメチルアクリレー
トの極性コモノマー含量の決定を例示する。ポリマーのフィルムサンプルが、ＦＴＩＲ測
定のために作製された。０．５～０．７ｍｍ厚さがエチレンブチルアクリレートおよびエ
チレンエチルアクリレートのために使用され、０．１０ｍｍフィルム厚さが＞６重量％の
量のエチレンメチルアクリレ－トのために使用された。フィルムが、Ｓｐｅｃａｃフィル
ムプレスを使用して、１５０℃で約５トンで１～２分間プレスされ、次いで制御されない
やり方で冷水を用いて冷却された。得られたフィルムサンプルの正確な厚さが測定された
。
【０１２６】
ＦＴＩＲによる分析の後、吸収モードにおける基線が、分析されるべきピークのために引
かれた。コモノマーのための吸収ピークが、ポリエチレンの吸収ピークによって正規化さ
れた（例えば、３４５０ｃｍ－１でのブチルアクリレートまたはエチルアクリレートのた
めのピーク高さを、２０２０ｃｍ－１でのポリエチレンのピーク高さで割った）。ＮＭＲ
分光法の較正手法が、文献に十分記載され、下記で説明される慣用のやり方で行われた。
【０１２７】
メチルアクリレートの含量の決定のために、０．１０ｍｍ厚さのフィルムサンプルが作製
された。分析後、３４５５ｃｍ－１でのメチルアクリレートのためのピークの最大吸光度
から２４７５ｃｍ－１での基線の吸光度が差し引かれた（Ａメチルアクリレート－Ａ２４

７５）。次いで、２６６０ｃｍ－１でのポリエチレンのピークのための最大吸光度から、
２４７５ｃｍ－１での基線の吸光度が差し引かれた（Ａ２６６０－Ａ２４７５）。次いで
、文献に十分記載されている慣用のやり方で、（Ａメチルアクリレート－Ａ２４７５）と
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（Ａ２６６０－Ａ２４７５）との比が計算された。
【０１２８】
重量％は、計算によってモル％に変換され得る。それは、文献に十分記載されている。
【０１２９】
ＮＭＲ分光法によるポリマー中のコポリマー含量の定量
コノモマー含量が、基本的割り当ての後、定量的核磁気共鳴（ＮＭＲ）分光法によって決
定された（例えば、”ＮＭＲ　Ｓｐｅｃｔｒａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　ａｎｄ　Ｐｏ
ｌｙｍｅｒ　Ａｄｄｉｔｉｖｅｓ（ポリマーおよびポリマー添加剤のＮＭＲスペクトル）
”，Ａ．Ｊ．Ｂｒａｎｄｏｌｉｎｉ　ａｎｄ　Ｄ．Ｄ．Ｈｉｌｌｓ，２０００，Ｍａｒｃ
ｅｌ　Ｄｅｋｋｅｒ，Ｉｎｃ．Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）。実験パラメータは、この特定の仕事
のための定量的スペクトルの測定を確実にするために調整された（例えば、”２００　ａ
ｎｄ　Ｍｏｒｅ　ＮＭＲ　Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔｓ：Ａ　Ｐｒａｃｔｉｃａｌ　Ｃｏｕｒ
ｓｅ（２００以上のＮＭＲ実験：実際のコース）”，Ｓ．Ｂｅｒｇｅｒ　ａｎｄ　Ｓ．Ｂ
ｒａｕｎ，２００４，Ｗｉｌｅｙ－ＶＣＨ，Ｗｅｉｎｈｅｉｍ）。従来公知のやり方で代
表的位置のシグナルの積分の簡単な補正された比を使用して量が計算された。
【０１３０】
（２）６重量％以下の極性コモノマー単位を含有するポリマー
コモノマー含量（重量％）が、定量的核磁気共鳴（ＮＭＲ）分光法によって較正されるフ
ーリエ変換赤外分光法（ＦＴＩＲ）に基づいて公知のやり方で決定された。下記に、エチ
レンエチレンブチルアクリレートおよびエチレンメチルアクリレートの極性コモノマー含
量の決定を例示する。ＦＴＩＲ測定のために、０．０５～０．１２ｍｍ厚さのフィルムサ
ンプルが、上記方法１に記載されたように作製された。得られたフィルムサンプルの正確
な厚さが測定された。
【０１３１】
ＦＴＩＲによる分析の後、吸収モードにおける基線が、分析されるべきピークのために引
かれた。コモノマーのためのピーク（例えば、１１６４ｃｍ－１でのメチルアクリレート
および１１６５ｃｍ－１でのブチルアクリレート）の最大吸光度から、１８５０ｃｍ－１

での基線の吸光度が差し引かれた（Ａ極性コモノマー－Ａ１８５０）。次いで、２６６０
ｃｍ－１でのポリエチレンのピークのための最大吸光度から、１８５０ｃｍ－１での基線
の吸光度が差し引かれた（Ａ２６６０－Ａ１８５０）。次いで、（Ａ極性コモノマー－Ａ

１８５０）と（Ａ２６６０－Ａ１８５０）との比が計算された。ＮＭＲ分光法の較正手法
が、文献に十分記載された慣用のやり方で、上記方法１に記載されたように行われた。
【０１３２】
重量％は、計算によってモル％に変換され得る。それは、文献に十分記載されている。
【０１３３】
テープサンプルにおける電気伝導度測定方法
テープサンプル：
コリンティーチ－ラインＥ２０Ｔ押出機が使用されて、厚さ０．１５ｍｍのテープを製造
する。テープ押出のために特に設計されたダイが使用される：開口部は幅が１００ｍｍで
あり、高さが０．３５ｍｍである。
設定温度：
ゾーンｌ：６０℃　
ゾーン２：１１５℃　
ゾーン３：１２０℃
ゾーン４：１２５℃
ゾーン５：１２５℃（ダイ）　
スクリュー速度：３０ｒｐｍ　
ライン速度：１ｍ／分　
【０１３４】
テープサンプルは試験ポリマー組成物からなるか又はポリオレフィンの好ましい実施態様
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である。以下の実施例において、ポリオレフィンのベース樹脂は、添加剤なしで使用され
た。
【０１３５】
測定の前に、テープは５０℃のオーブン中で１気圧において１２０時間、調整された。伝
導電流の測定は窒素中、３バールの圧力、２０℃の温度において３端子セルにより行われ
る。試料は、金のスパッタリングにより得られた金で被覆された電極で試験される。低電
圧電極は、２５ｍｍの直径を有する（即ち、測定面積は４９０ｍｍ２である）。保護電極
が周囲に配置されるが、該低電圧電極から隔てられる。該高電圧電極は、５０ｍｍの直径
、保護電極の外側の直径の同じ寸法、を有する。
【０１３６】
目標の電気応力（Ｅ）に等しいＤＣ電圧（Ｕ）×測定されたテープの厚さ（ｄ）が、高電
圧電極に印加される。高電圧及び低電圧電極の間のテープを通る電流が電位計で測定され
る。測定は、電流が定常状態のレベルに到達したとき、通常は２４～４８時間後に停止さ
れる。報告された伝導度σ（Ｓ／ｍ）は式
σ＝Ｉ／（Ａ×Ｅ）
により定常状態電流（Ｉ）から計算される。ここでＡは断面積、この場合４９０ｍｍ２、
であり、Ｅは電気応力、この場合４０ｋＶ／ｍｍである。
【実施例】
【０１３７】
本発明の実施例及び比較例のポリマーの製造
全てのポリマーは、高圧反応器で製造された低密度ポリエチレンであった。本発明のポリ
マーおよび比較のポリマーの製造を下記に記載する：　
以下の測定、本発明及び比較例の例えば密度、ＭＦＲ及び電気的性質の測定において、添
加剤なしのポリオレフィンベースの樹脂からなるポリマー組成物が使用された。
ＣＴＡ供給に関して、例えばＰＡ含量は、リットル／時またはｋｇ／時として示され得、
検算のために０．８０７ｋｇ／リットルのＰＡの密度を使用していずれかの単位に変換さ
れ得る。
【０１３８】
本発明の組成物１
再循環されたＣＴＡを有するエチレンが９０バールの圧力および－３０℃の温度への圧縮
および冷却によって液化され、各々約１５～１６トン／時の２つの等しい流れに分割され
た。ＣＴＡ（メチルエチルケトン、ＭＥＫ）、空気、および溶媒に溶解された市販のパー
オキシドラジカル開始剤が、上記２つの液体エチレン流に個々の量で添加された。２つの
混合物が別々に、４つの増圧器の配列を通ってポンプ送りされて２２００～２３００バー
ルの圧力および約４０℃の出口温度に達した。これら２つの流れがそれぞれ、スプリット
供給２ゾーン管状反応器のフロント（ゾーン１）（５０％）およびサイド（ゾーン２）（
５０％）に供給された。上記２つの反応器ゾーンの内径および長さはゾーン１が３２ｍｍ
および２１５ｍであり、ゾーン２が３８ｍｍおよび４８０ｍであった。ＭＥＫが１１３ｋ
ｇ／時の量でフロント流に添加されて約１．８ｇ／１０分のＭＦＲ２を維持した。フロン
ト供給流が加熱セクションを通って、発熱重合反応が開始するのに十分な温度に達した。
反応は第１ゾーンおよび第２ゾーンにおいてそれぞれ２５０℃および３２１℃のピーク温
度に達した。サイド供給流が、上記反応を、１６７℃の第２ゾーンの開始温度に冷却した
。空気及びパーオキシド溶液が、目標のピーク温度に達するのに十分な量で上記２つの流
れに添加された。反応混合物は、生成物バルブ（ｐｒｏｄｕｃｔ　ｖａｌｖｅ）によって
減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガスから分離された。
【０１３９】
本発明の組成物２
精製されたエチレンが９０バールの圧力および－３０℃の温度への圧縮および冷却によっ
て液化され、各々約１４トン／時の２つの等しい流れに分割された。ＣＴＡ（メチルエチ
ルケトン（ＭＥＫ））、空気、および溶媒に溶解された市販のパーオキシドラジカル開始
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剤が、上記２つの液体エチレン流に個々の量で添加された。２つの混合物が別々に、４つ
の増圧器の配列を通ってポンプ送りされて２３００バールの圧力および約４０℃の出口温
度に達した。これら２つの流れがそれぞれ、スプリット供給２ゾーン管状反応器のフロン
ト（ゾーン１）（５０％）およびサイド（ゾーン２）（５０％）に供給された。上記２つ
の反応器ゾーンの内径および長さはゾーン１が３２ｍｍおよび２００ｍであり、ゾーン２
が３８ｍｍおよび４００ｍであった。ＭＥＫが１８９ｋｇ／時の量でフロント流に添加さ
れて０．７４ｇ／１０分のＭＦＲ２を維持した。フロント供給流が加熱セクションを通っ
て、発熱重合反応が開始するのに十分な温度に達した。反応は、第１ゾーンおよび第２ゾ
ーンにおいてそれぞれ約２４５℃および３２４℃のピーク温度に達成した。サイド供給流
が、上記反応を、１６５℃の第２ゾーンの開始温度に冷却した。空気及びパーオキシド溶
液が、目標のピーク温度に達するのに十分な量で上記２つの流れに添加された。反応混合
物は、生成物バルブによって減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガスから分離された
。
【０１４０】
本発明の組成物３
再循環されたＣＴＡを有するエチレンが、中間の冷却を伴って５段階プレ圧縮器および２
段階ハイパー圧縮器において圧縮されて約２６００バールの初期反応圧力に達した。合計
の圧縮器処理量は約３０トン／時であった。圧縮器領域では、約４．２リットル／時のプ
ロピオンアルデヒド（ＰＡ，ＣＡＳ番号：１２３－３８－６）が約９８ｋｇのプロピレン
／時とともに連鎖移動剤として添加されて２．１ｇ／１０分のＭＦＲを維持した。ここで
また、１，７－オクタジエンが２５ｋｇ／時の量で反応器に添加された。圧縮された混合
物が、約４０ｍｍの内径および１２００ｍの全長を有するフロント供給２ゾーン管状反応
器の予熱セクションで１６５℃に加熱された。イソドデカンに溶解された市販のパーオキ
シドラジカル開始剤の混合物が、プレヒーターのすぐ後で、発熱重合反応が約２８１℃の
ピーク温度に達するのに十分な量で注入され、その後、約２０３℃に冷却された。続く第
二のピーク反応温度は２７４℃であった。反応混合物は、キックバルブ（ｋｉｃｋ　ｖａ
ｌｖｅ）によって減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガスから分離された。
【０１４１】
本発明の組成物４
再循環されたＣＴＡを有するエチレンが、中間の冷却を伴って５段階プレ圧縮器および２
段階ハイパー圧縮器において圧縮されて約２６００バールの初期反応圧力に達した。合計
の圧縮器処理量は約３０トン／時であった。圧縮器領域では、約１５０ｋｇのプロピレン
／時が連鎖移動剤として添加されて２.３ｇ／１０分のＭＦＲを維持した。圧縮された混
合物が、約４０ｍｍの内径および１２００ｍの全長を有するフロント供給３ゾーン管状反
応器の予熱セクションで１６５℃に加熱された。イソドデカンに溶解された市販のパーオ
キシドラジカル開始剤の混合物が、プレヒーターのすぐ後で、発熱重合反応が約２８４℃
のピーク温度に達するのに十分な量で注入され、その後、約２０８℃に冷却された。続く
第二及び第三のピーク反応温度はそれぞれ２７４℃及び２６８℃であり、それらの間での
２１５℃への冷却を伴った。反応混合物は、キックバルブ（ｋｉｃｋ　ｖａｌｖｅ）によ
って減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガスから分離された。
【０１４２】
本発明の組成物５
再循環されたＣＴＡを有するエチレンが、中間の冷却を伴って５段階プレ圧縮器および２
段階ハイパー圧縮器において圧縮されて約２６００バールの初期反応圧力に達した。合計
の圧縮器処理量は約３０トン／時であった。圧縮器領域では、約１４．３リットル／時の
プロピオンアルデヒドが連鎖移動剤として添加されて２．０５ｇ／１０分のＭＦＲを維持
した。圧縮された混合物が、約４０ｍｍの内径および１２００ｍの全長を有するフロント
供給３ゾーン管状反応器の予熱セクションで１６５℃に加熱された。イソドデカンに溶解
された市販のパーオキシドラジカル開始剤の混合物が、プレヒーターのすぐ後で、発熱重
合反応が約３０５℃のピーク温度に達するのに十分な量で注入され、その後、約２０８℃
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に冷却された。続く第二および第三のピーク反応温度はそれぞれ２８６℃および２７８℃
であり、それらの間での２３７℃への冷却を伴った。反応混合物は、キックバルブによっ
て減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガスから分離された。
【０１４３】
本発明の組成物６
再循環されたＣＴＡを有するエチレンが、中間の冷却を伴って５段階プレ圧縮器および２
段階ハイパー圧縮器において圧縮されて約２６００バールの初期反応圧力に達した。合計
の圧縮器処理量は約３０トン／時であった。圧縮器領域では、約２．８ｋｇ／時のプロピ
オンアルデヒド（ＰＡ）が約９３ｋｇのプロピレン／時とともに連鎖移動剤として添加さ
れて１．９ｇ／１０分のＭＦＲを維持した。圧縮された混合物が、約４０ｍｍの内径およ
び１２００ｍの全長を有するフロント供給３ゾーン管状反応器の予熱セクションで１６５
℃に加熱された。イソドデカンに溶解された市販のパーオキシドラジカル開始剤の混合物
が、プレヒーターのすぐ後で、発熱重合反応が約２８０℃のピーク温度に達するのに十分
な量で注入され、その後、約２１１℃に冷却された。続く第二および第三のピーク反応温
度はそれぞれ２８２℃および２６０℃であり、それらの間での２１５℃への冷却を伴った
。反応混合物は、キックバルブによって減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガスから
分離された。
【０１４４】
本発明の組成物７
【０１４５】
再循環されたＣＴＡを有するエチレンが、中間の冷却を伴って５段階プレ圧縮器および２
段階ハイパー圧縮器において圧縮されて約２７００バールの初期反応圧力に達した。合計
の圧縮器処理量は約３０トン／時であった。圧縮器領域では、約３．６ｋｇ／時のプロピ
オンアルデヒド（ＰＡ）が連鎖移動剤として約７８ｋｇのプロピレン／時とともに添加さ
れて１．９ｇ／１０分のＭＦＲを維持した。ここでまた、１，７－オクタジエンが３０ｋ
ｇ／時の量で反応器に添加された。圧縮された混合物が、約４０ｍｍの内径および１２０
０ｍの全長を有するフロント供給３ゾーン管状反応器の予熱セクションで１５９℃に加熱
された。イソドデカンに溶解された市販のパーオキシドラジカル開始剤の混合物が、プレ
ヒーターのすぐ後で、発熱重合反応が約２８５℃のピーク温度に達するのに十分な量で注
入され、その後、約２２０℃に冷却された。続く第二および第三のピーク反応温度はそれ
ぞれ２７５℃および２６７℃であり、それらの間での２４０℃への冷却を伴った。反応混
合物は、キックバルブによって減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガスから分離され
た。
【０１４６】
参照組成物１
純粋なエチレンが９０バールの圧力および－３０℃の温度への圧縮および冷却によって液
化され、各々約１４トン／時の２つの等しい流れに分けられた。ＣＴＡ（ノネン）、空気
、および溶媒に溶解された市販のパーオキシドラジカル開始剤が、上記２つの液体エチレ
ン流に個々の量で添加された。２つの混合物が別々に、４つの増圧器の配列を通ってポン
プ送りされて２０００～２２００バールの圧力および約４０℃の出口温度に達した。これ
ら２つの流れがそれぞれ、スプリット供給２ゾーン管状反応器のフロント（ゾーン１）（
５０％）およびサイド（ゾーン２）（５０％）に供給された。上記２つの反応器ゾーンの
内径および長さはゾーン１が３２ｍｍおよび２００ｍであり、ゾーン２が３８ｍｍおよび
４００ｍであった。ノネンが約１４６ｋｇ／時の量でフロント流に添加されて約０．２６
ｇ／１０分のＭＦＲ２を維持した。フロント供給流が加熱セクションを通って、発熱重合
反応が開始するのに十分な温度に達した。反応が達したピーク温度は第１ゾーンおよび第
２ゾーンにおいてそれぞれ約２７１℃および３０４℃であった。サイド供給流が、上記反
応を、１６２℃の第２ゾーンの開始温度に冷却した。空気及びパーオキシド溶液が、目標
のピーク温度に達するのに十分な量で上記２つの流れに添加された。反応混合物は、生成
物バルブによって減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガスから分離された。
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【０１４７】
参照組成物２
純粋なエチレンが９０バールの圧力および－３０℃の温度への圧縮および冷却によって液
化され、各々約１４トン／時の２つの等しい流れに分けられた。ＣＴＡ（メチルエチルケ
トン（ＭＥＫ））、空気、および溶媒に溶解された市販のパーオキシドラジカル開始剤が
、上記２つの液体エチレン流に個々の量で添加された。２つの混合物が別々に、４つの増
圧器の配列を通ってポンプ送りされて２１００～２２００バールの圧力および約４０℃の
出口温度に達した。これら２つの流れがそれぞれ、スプリット供給２ゾーン管状反応器の
フロント（ゾーン１）（５０％）およびサイド（ゾーン２）（５０％）に供給された。上
記２つの反応器ゾーンの内径および長さはゾーン１が３２ｍｍおよび２００ｍであり、ゾ
ーン２が３８ｍｍおよび４００ｍであった。ＭＥＫが約１８０ｋｇ／時の量でフロント流
に添加されて約０．７１　ｇ／１０分のＭＦＲ２を維持した。フロント供給流が加熱セク
ションを通って、発熱重合反応が開始するのに十分な温度に達した。反応が達したピーク
温度は第１ゾーンおよび第２ゾーンにおいてそれぞれ約２５６℃および３０５℃であった
。サイド供給流が、上記反応を、１６８℃の第２ゾーンの開始温度に冷却した。空気及び
パーオキシド溶液が、目標のピーク温度に達するのに十分な量で上記２つの流れに添加さ
れた。反応混合物は、生成物バルブによって減圧され、冷却され、ポリマーが未反応ガス
から分離された。
【０１４８】

【０１４９】
電気試験のデータ及び結果：
ＤＣ伝導度試験
同じ調製及び測定法が「テープサンプルにおける電気伝導度測定方法」において記載され
た通りに行われる。
また、本発明及び比較のＬＤＰＥを製造するために使用される圧縮潤滑剤（市販入手可能
な製品）及び連鎖移動剤（ＣＴＡ）は、表１において確認される。本発明のポリマー組成
物（本組成物）及び参照ポリマー組成物（参照組成物）は上の実施例において製造された
対応するＬＤＰＥからなっていた。添加剤は添加されなかった。
【０１５０】
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【０１５１】
「ミネラルオイルに基づく」は、製品の供給者により特定されない添加剤をもまた含むこ
とを意味する。
【０１５２】
表２のデータは、ポリオレフィンテープサンプルのＤＣ電気伝導度における圧縮器潤滑剤
のタイプの重要性を示す。非常に低いＤＣ伝導度の値は改良された性能を与える。ＰＡＧ
潤滑剤と比較して、ミネラルオイルに基づく圧縮器潤滑剤を高圧法において使用すること
により、優れた低い値が達成される。
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